(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 住宅手当緊急特別措置事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 社会援護担当　電話番号：058-272-8264
　　　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：183,221千円（前年度予算額：209,929千円）

	事業内容


	１　事業の内容


【事業目的】
　　就職活動を行う上で、居所が不明又は安定していないことは非常に不利益であることから、住宅を喪失又は喪失の恐れのある離職者が安心して就職活動を行えるよう側面的な支援として、賃貸住宅の家賃補助を行う。
　　支給対象者：平成19年10月1日以降の離職者

　　支給要件　：①世帯収入が一定額未満であること
　　　　　　　　②預貯金が一定額以下であること
　　　　　　　　③就労能力及び常用就職の意欲があり、公共職業安定所へ求職申込みを行うこと
　　　　　　　　④暴力団員でないこと
　　支給上限額：生活保護制度の住宅扶助額に準拠
　　支給期間　：最長９箇月

【事業内容】

　（１）住宅手当緊急特別措置事業費

　　　　　県（振興局福祉課）が所管する区域内（郡部）の離職者に対する住宅手当の給付

　（２）住宅手当緊急特別措置事業費補助金
　　　　　市（福祉事務所）が実施する住宅手当緊急特別措置事業に要する経費に対する助成

　（３）住宅手当給付事業推進費（基金分）
　　　　　住宅手当の給付及び手当受給者の就職活動の支援に要する事務費
	２　所要経費


　（１）住宅手当緊急特別措置事業費　　　　　9,193千円（住宅手当）
　（２）住宅手当緊急特別措置事業費補助金　173,508千円（市への補助金）
　（３）住宅手当給付事業推進費（基金分）　　　520千円（県における事務費）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


　　本事業は、リーマン・ショックを契機に、派遣労働者の解雇や雇い止め等、非正規労働者の離職が急増し、社会問題となったことを受け、離職によって収入が得られなくなるとともに住居を失うといった生活困難に直面している方に対する新たなセーフティネットとして、平成21年10月から実施している。（全国で統一的に実施。）
	３　これまでの取組に対する評価


　　住宅手当の支給により、住居を失った又は失う恐れのある離職者の居所確保を支援し、離職者の円滑な再就職活動に寄与している。
　　なお、本事業は、離職者の就労・生活支援を行う雇用対策を補完する制度として実施するものであり、県社会福祉協議会で実施する生活費等の貸付制度（総合支援資金貸付）との両輪で、引き続き雇用と住宅を失った方等に対する総合的な支援を実施している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
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	0
	0
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